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  はじめに  
 ｢満洲国の教育｣に対する中国側の評価は、｢奴化教育｣・ ｢愚民





























家としての実業活動を経済史の面から詳しく実証し ( 3 )、小林守
が実業振興に資する人材育成の｢教育 ｣と地域企業振興を支援す
る｢地方自治｣に焦点を当てて論じている ( 4 )。黄炎培については ､
菊池貴晴が民族資本家としての政治・社会活動を分析し、一定
の功績と出身階級による限界性を指摘 ( 5 )、小林善文が職業教育
運動の発展過程を紹介 ( 6 )、また王栄は従来の研究の不十分さを
補う観点から、黄の職業教育論を生み出した要因に関する論文






 第一章  近代中国資本主義の発展     





れが訂正され ( 8 )、民族資本による中国資本主義経済の発展が証
明されている。  
 中国綿工業は 19世紀既に強固な綿花－綿糸－綿布の生産体系











輸入を抑えたのである ( 1 0 )。  
 こうして徐々に資本蓄積を行った中国民族資本は、 1880年上
海機器織布局の設立後、機械織生産に着手し、外国産輸入綿布
の代替生産と貿易収支の改善を行った ｡下表 ( 1 1 )のように、 1910
～ 20年代は機械紡績綿糸 ､1920～ 30年代には機械織綿布で自給率
が上昇し、 1930年代には両者の自給化がほぼ完成した。  
 
機械製綿糸自給率 (1900年代、率は％ ) 
年  00 02 10 12 20 26 30 33 






機械製綿布自給率 (1900年代、率は％ ) 
年  12 20 26 30 33 36 50 
自給率  9 19 38 55 77 86 101 
 
1914年綿糸 164千 t、綿布 815百万㎡の輸入量が ､徐々に減少し ､
1918年には 68千 t、 490百万㎡となり ､以後微増するものの戦前の
量には回復していない ( 1 2 )。第二に､関税の自主権が回復され、
保護関税策によって自国製品を保護できたことである。綿糸布
の輸入量は 1926年を 100とすると、関税が 0％から徐々に上昇し  
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［ 34 ］ 
1936年 25％に達した段階で、輸入綿糸は 0近くまで下落し、輸入
綿布も同様に 0近くまで急落している ( 1 3 )。第三には、紡織機械
類の国内自給化や政府と民間の協同による綿花改良事業の成果
など、決して外的な｢天佑 ｣だけでなく、官民あげての経済振興














革新が生まれ、生産力を向上させ、両者は w in- w inの関係であっ
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1741(乾隆 6)年柞蚕飼育法が山東から伝播 ｡初期年平均 240
把を放養 (飼育 )。  
柞蚕繭の加工業が出現。糸棹子、手揺車で糸を引き、座




放養は 7000余把。 1909年生糸場 20余箇所、年間の輸出柞
蚕糸 500箱 (毎箱 50kg)。主に安東から海外に輸出。  
民  
初  
絹織物工業勃興、繭価は二倍。 1915(民国 4)年 1.44元 (千
粒繭価 )。蚕場や蚕種の改良で増産。糸繰り労働者は毎日



















万粒、柞蚕糸 2000箱 (毎箱 60kg),繭扣 4.5万 kg輸出。 1926
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1930(民国 19)年全県に 291の私営工業が存在、 1908年比３
倍。資本金額 21.4万元で 1908年比 4.5倍。比較的大きな工
場では株主と経営者は分離。｢九・一八｣前生糸工場は 70
余箇所、糸繰り機 2700余台、年産 6万 kgに回復、併せて富
升祥など三工場が出現。立式木製機械を用いて幅広絹を
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への輸出も好調で、需要に応えられないほどの活況を呈してい




化が見られた。 1914～ 1919年の農家数の変化（下表） ( 2 1 )からこ
の時期農家数が半減したことが解る。  
 
年  次  1914年  1915年  1916年  
農業戸数  59,402,315 46,776,256 59,322,504 
1914年 =100 100 79 99 
年  次  1917年  1918年  1919年  
農業戸数  48,907,853 43,935,478 29,548,529 









 1913年以前  1920年  増加率  
近代工場総数  698 1759 252％  







［ 38 ］ 
ないし一定の文化水準と現代科学技術の知識を持った労働者、
職員、店員を育成すること」を望ませた ( 2 3 )。これを受けてより
実践的な実業教育、則ち実業教育の進化が図られるのである。  
 









































  第三章   張謇の実業教育と企業経営の実践  





  張謇 (1853-1926)は 1853(清咸豊 33)年南通海門の農家に生ま

























〈地方議員〉としても活躍｣と高く評価している ( 2 6 )。また中井
英基は、郷紳であった張謇を官僚資本家とも純粋な民族資本家
とも異なる ｢紳商企業家｣ ( 2 7 )と称し、洋務運動期の官僚企業家 (
第一世代 )に対する、日清戦争後の｢商弁 ｣(民営 )民間企業者 (第
二世代 )、従来の伝統的な商業資本家に対して ､近代産業に参画































学校を作った。｢南通紡織専門学校趣旨書｣民国三年 (1914年 )と  
｢河海工程専門学校趣旨書｣民国四年 (1915.1.28)から彼の考えを
拾ってみよう。  






望めるであろうか？ ( 3 0 ) 






















界を新たにすることである ( 3 2 )。｣ 
 第三に彼が実業教育の中で強調するのが、徳智体の｢三育 ｣で
ある。特に｢徳育 ｣である。  
この学校 (河海工程専門学校 )を建てるに、教育の方針とは以
下の三つである。  











［ 43 ］ 
 
ら山河を歩き、険阻な所を越えねばならないのであるから





い ( 3 3 )。  







第三節  張謇の教育と実業の結合  
 ここでは張謇の実業教育の最大の特徴である教育と実業の結
合についてふれる。この関係を言い表した彼の言葉に、｢教育は





  唐閘特設芸徒豫教学校を成功させるため、 私の織物工場、
油工場、小麦粉工場、石鹸工場、蚕館……この数カ所の工
場に属する職人やその徒弟など皆入学させる。唐閘だけに
限るのは狭すぎる ( 3 5 )。  





［ 44 ］ 




  今月に至るまで ､二十余年の月日が流れた ｡私が自ら地方な
どの教育､慈善 ､公益に用いた 150余万圓の外、兄弟達の分も




もらいたい ( 3 7 )。    
  張謇は｢結合補完｣の理論に基づいて、苦心惨憺の中数多くの
学校や企業を立ち上げ経営したばかりか、自治のための様々な
役職にも就いている ( 3 8 )。彼が建てた学校には、南通師範及び女





























  第四章  ｢実業教育｣から ｢職業教育｣へ  
    第一節  清末民初の｢実業教育｣の実態と課題  
 ｢職業教育運動｣に入る前に、先ず清末から行われてきた｢実業
教育｣の実態と課題を三点にまとめてみると、第一に、教育宗旨




清末民初の実業学堂 (学校 )数と学生数の普通学校に  
対する割合 (％ ) ( 4 1 ) 
 実業学堂  





学生数 (d)  (e) (f) 
1909年  254 16,649 58,856 1,626,720 0.30 1.02 
1914年  525 31,664 122,286 4,075,338 0.42 0.77 
1916年  525 30,099 121,119 3,974,454 0.43 0.75 
(a)(b)(c)(d)は校数、学生数。  
(e)(f)は％  (e)=(a)/(c)×100、 (f)=(b)/(d)×100 
   
上表から清末～民初、実業学堂 (校 )の割合 (0.3％～ 0.4％ )や
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計 4742人に対して、民国 2年同省で開校した 6実業学校の合格者











 黄炎培はこの様な風潮に対し ､｢民を以て利を分かつこと多く ､






  第二節  黄炎培を中心とする｢職業教育運動｣  
 中華職業教育社成立までの黄炎培の歩みを簡単に紹介すると ､

























力が貴いことを養うことが必要であると言っている ( 4 7 )。更に、
個人の生計問題を解決するだけでなく、個人の社会への貢献、
国家や世界の為に生産力を増進することを職業教育の目的とす

















などの職業のための教育、英語の I nd ust r ia l E ducat io nの訳語と規
定し、一方｢職業教育｣を、学問が終わって後直接生活を謀るも
の総てが入る ､幅はずっと広い教育 ､Vo cat io na l E ducat io nの訳語
と規定し、共に生計問題解決のための必須の教育と位置づけ、


















単な形体であっても実物を用いて写生すること ( 5 0 )など具体的に
指示した ｡また ､教室から離れて農園作業の中で実験実習を行っ
たり、地方の産業との関わりを中心に学ぶ必要性を訴えた ( 5 1 )。
その際張謇と同様に勤労の習慣、社会への服務、服従の美徳な
どを教える道徳教育にも重きをおいた ( 5 2 )。  
 
  第三節  ｢職業教育運動｣の成果と課題  
 ｢職業教育運動｣の盛り上がりに対して、民国政府はその要求
を実現する数々の命令を出した。先ず｢実習の重視｣に対して、
民国 6年「甲乙種工校実習工場應照普通工場組織」の通告 ( 5 3 )で､
甲乙種工業学校の設備は普通工場に 照らして配備し、工場内で
実地の労働を行うことを命じ、民国 8年「咨各省区実業学校暑假
期内應令学生輪流実習或実地調査」 ( 5 4 )では、夏休み中に農工学
校、農場、工場において学生を交替で実習訓練させることとし
た。全国教育界連合会の要求に対しては、民国 7年「訓令第 260
号」 ( 5 5 )を発布し、未就職の学生の為に小学校に職業補習科を附
設し、職業補習学校を小学校及びその他実業学校に設置して改
善を図った。実業学校を進学の手段とすべきでないという要求
に対しては ､民国 7年「甲種実業学校不得盡収乙種畢業生」 ( 5 6 )を
中国近代資本主義の発展と実業教育の進化 
 





















の全国職業教育機関統計 ( 5 9 )によると、その数は甲乙種実業学校
1,006校 (民国 14年 )、農工商家事等の職業学校 846校 (民国 15年 )
の外に、各種の職業学校・職業補習学校等 542校 (民国 14年 )、 67
2校 (民国 15年 )にのぼった。  
 更にその後の民国 20年 10月教育部発表の全国公私立中等学校
名称及び分布概況によると、全国中等職業学校は農業が 66校、





［ 51 ］ 
 
対する実業学校の割合が、 0.3％乃至 0.4％だったことを考える



























て替わられる ( 6 3 )、との評価を下す研究者もいる。  
中国近代資本主義の発展と実業教育の進化 
 
［ 52 ］ 
 
 




















学校 (高級小学に当たる )の卒業生の進路先を見ても ( 6 4 )、 1934～
1941年の８年間の平均進学率が 20％、同就職率が 30-40％、その







［ 53 ］ 
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